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太子町人事行政の運営等の状況（令和 4 年度） 

 

太子町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第 6 条の規定に基づき、令

和 4 年度の太子町職員の任用・勤務条件等の状況を次のとおり公表する。 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日） 

区分 任用 退職 

採用 昇任 降任 定年 勧奨 自己都合等 

一般行政職 19 人 29 人 0 人 3 人 1 人 9 人 

教 育 職 2 人 1 人 0 人 0 人 0 人 3 人 

技能労務職 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

⑴   令和 4 年度の採用者は、21 人でした。 

⑵   令和 4 年度の昇任者は、30 人でした。 

⑶ 令和 4 年度の昇任試験の状況は、次のとおりです。 

試験名 受験者数 合格者数 

昇任資格試験 17 人 6 人 

⑷ 令和 4 年度の退職者は、16 人でした。 

⑸ 職員採用試験の状況は、次のとおりです。 

（令和 4 年度実施・令和 5 年 4 月 1 日採用） 

職種 受験者数 合格者数 倍率 

事務職 71 人 4 人 17.7 

事務職（文化財） 2 人 1 人 2.0 

土木職 0 人 0 人 0.0 

保健師 8 人 1 人 8.0 

幼稚園教諭 7 人 2 人 3.5 

土木職（再） 0 人 0 人 0.0 

保健師（再） 2 人 2 人 1.0 

福祉職 7 人 3 人 2.3 

 ⑹ 再任用短時間勤務職員の職員数に関する状況 

（令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日） 

採用者数 退職者数 

1 人 1 人 

 

２ 職員の人事評価の状況 

 職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上

で行われる人事評価制度について、これを任用、給与等の基礎とすることとされ
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ています。 

 当町では、平成 22 年度より全職員を対象に、人事評価を実施しており、毎年度、

上半期及び下半期、年 2 回の評価を行っています。 

また、これらの評価結果を人材育成等にも活用しています。 

 昇給は毎年 1 月、昇格は毎年 4 月、7 月、10 月、1 月の年 4 回、職員の勤務成

績をもとに行います。 

 令和 4 年度に級が昇格した職員は 32 人、定期昇給した職員は 178 人、定期昇給

を停止又は抑制した職員は 26 人でした。 

 

３ 職員の給与の状況 

 今後公表予定の「太子町職員の給与・定員管理の状況」に記載します。 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 職員の勤務条件は、次のとおりです。 

項目 内容 

職員の勤務時間 

実働の勤務時間は、1 日 7 時間 45 分、1 週間で 38 時間 45 分

（再任用短時間勤務職員については週 31 時間以内）。 

ただし、部署によって勤務の時間帯は異なります。 

週休日 

週休二日制。ただし、土日開庁部署は、原則 4 週間で 8 日（再

任用短時間勤務職員については 8 日以上）の週休日を設定し

ています。 

休憩時間 

原則 12 時から 13 時までの 1 時間。ただし、部署によって交

代制勤務等により休憩の時間帯は異なります。 

外出等をすることができます。 

 

職員が取得できる休暇は、次のとおりです。 

項目 内容（令和 5 年度） 

年次有給休暇 
20 日の年次有給休暇が与えられ、20 日を超えない範囲内の残日

数を繰り越すことができます。 

病気休暇 
⑴ 公務上、通勤による負傷及び疾病  必要な期間 

⑵ ⑴以外の負傷及び疾病  90 日以内で必要な期間 

特別休暇 

ボランティア休暇（5 日以内）、結婚休暇（5 日以内）、産前休

暇（8 週間以内）、産後休暇（8 週間）、忌引休暇（親族に応じ

1 日から 10 日の範囲内）、夏季休暇（5 日以内）、リフレッシ

ュ休暇（3 日以内）等を規則に定めています。 

介護休暇 

配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で、負

傷、疾病又は老齢により、原則 2 週間以上にわたり介護する必

要がある場合、給与の支給を受けずに、3 回を超えず、かつ、通
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算して 6 月の範囲内で請求できます。 

育児休業 
子（法律上の親子関係に準ずる者を含む）が 3 歳に達する日ま

での期間内で請求できます。 

 

 令和 4 年度の年次有給休暇の平均取得日数は 10.7 日、病気休暇の承認者数は

10 人、産前産後休暇の承認者数は 5 人、育児休業の承認者数は 6 人でした。 

 

職員が公務のために出張するときは、旅費条例に基づき、次のとおり旅費を支

給します。 

 

車賃 1 ㎞につき 日当 1 日につき 宿泊料 1 夜につき 食事料 1 夜につき 

37 円（私用車利用

の場合のみ） 
2,200 円 

東京都 11,000 円 

上記以外 10,000 円 
2,200 円 

鉄道賃 船賃 航空賃 

乗車に要する運賃（等級

が あ る 場 合 は 下 級 の 運

賃）、新幹線の利用は片

道 100 ㎞以上 

3 階級の場合は中級の運

賃、2 階級の場合は下級の

運賃 

現に支払った旅客運賃 

 

区分 対象区域 

日当を支給しない区域 姫路市、相生市、たつの市、赤穂市、宍粟市、上

郡町（大字光都に属する区域に限る）、佐用町（大

字光都に属する区域に限る） 

日当の定額の 2分の 1に相当

する額を支給する区域 

加古川市、高砂市、加西市、播磨町、市川町、福

崎町、神河町、上郡町（大字光都に属する区域を

除く）、佐用町（大字光都に属する区域を除く） 

日当の定額を支給する区域 上記以外の区域 
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５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 分限処分とは、公務の能率的運営を確保することを目的に行う処分で、勤務実

績が良くない場合、病気等により職務の遂行に支障がある場合、職に対して必要

な適格性を欠く場合等に行います。これに対し、懲戒処分とは、公務員の秩序を

維持するために職員の義務違反に対する制裁を目的に行う処分で、職務上の義務

に違反し、職務を怠った場合、非違行為をした場合等に行います。 

 なお、令和 4 年度の処分者は、3 人でした。 

項目 分限処分者数 懲戒処分者数 

人数 3 人 0 人 

 

６ 職員の服務の状況 

 職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務の遂行に全力をあ

げて専念しなければなりません。 

 そして、法令及び上司の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義

務等の服務上課せられた義務があります。 

 また、令和 4 年度の職務専念義務の免除申請者は 36 人、営利企業等の従事制限

の許可申請者は 5 人でした。 

 

７ 職員の退職管理の状況 

 離職後に営利企業等（国及び地方公共団体等は除く）に再就職した元職員に対

し、離職前の職務に関して、現職職員への要求又は依頼（＝働きかけ）をするこ

と等が禁止されており、また、現職職員についても、当該働きかけに応じて不正

な行為を行うこと等による制裁措置が設けられています。 

 このことについて、退職者及び現職職員に対し、通知により周知することで、

退職管理の適正化に努めています。 

 

８ 職員の研修の状況 

 職員は各々の職務に伴う専門研修のほか、行政法、監督職、プレゼンテーショ

ン等の兵庫県自治研修所、播磨自治研修協議会等が主催する研修会へ職員を派遣

しています。 

 また、内部での各種研修も実施しており、職員の資質向上に取組んでいます。 

 

９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

⑴ 福利厚生 

  職員の福利厚生制度には、法律により義務付けられた共済制度、労働安全衛

生、公務災害補償等の法定福利厚生制度と、使用者が人事行政上の必要から実

施する互助会制度等の法定外福利厚生制度の二つがあります。 
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  兵庫県市町村職員共済組合（公立学校共済組合）及び一般財団法人兵庫県市

町職員互助会に加入し、福利厚生の充実を図っています。 

  主な福利厚生制度の内容は、次のとおりです。 

項目 主な内容 

法
定
福
利 

共済制度 

法に基づく兵庫県市町村職員共済組合（公立学校

共済組合）に加入。 

[主な共済制度] 

⑴ 保健・休業・災害等給付 

⑵ 年金給付 

⑶ 保養施設利用助成 

⑷ 住宅・入学等貸付 

保健 

（健康診断） 

法定の健康診断 11 項目に、希望者のみ大腸がん検

査、胃部Ｘ線検査、骨粗エコー検査、前立腺がん

検査、ペプシノゲン検査、Ｃ型肝炎抗体検査、風

しん抗体検査を加え実施（一部個人負担あり）。 

公務災害補償 
地方公務員災害補償基金、法に基づく基金により

補償。 

法
定
外
福
利 

互助制度 

互助事業を一般財団法人兵庫県市町職員互助会に

委託。 

[主な互助制度] 

⑴ 福利事業（結婚祝金、人間ドック補助金、

入院見舞金、医療費補助金等） 

⑵ 共済事業（弔慰金、災害・出産・扶養家族

入院見舞金、家族医療費補助金） 

 

⑵ 利益の保護 

  職員は、給与・勤務時間等勤務条件について、必要で適切な措置をとられる

よう要求するときや、懲戒その他、職員の意に反した不利益な処分を受けたと

思われるときは、揖龍公平委員会に対して申立てをすることができます。 

  令和 4 年度の申立てはありませんでした。 

 


